




















































対しては、昭和 20 年（1945）10 月から、浮浪者に
ついては、昭和 20 年（1945）12 月から主に上野地



















設 1、母子寮 4、戦災者引揚収容施設 8、授産施設






























（1） 昭和 20 年（1945）8 月 15 日　終戦
昭和 20 年（同）9 月 20 日　次官会議決定
「戦災孤児等保護対策要綱」
（2） 昭和 20 年（同）9 月 15 日　文部省国民教育局
長通牒「戦災孤児等集団合宿教育に関する件」
表 1　昭和 22 年における養育院（保護課）の施設別収容状況（3）
施設別 種　別 収容者（人）　3 月末現
　 男 女 計
板橋本院
育児室 （乳幼児哺育） 46 35 81
養護係 （浮浪児） 59 33 92
幼少年保護寮 （戦災孤児及浮浪児） 57 12 69
恵風寮 （浮浪児） 44 19 63
分院
石神井学園 （幼児・学齢児童） 186 142 328
安房臨海学園 （虚弱児童） 94 64 158
八街学園 （浮浪児・年長少年） 51 　 51
長浦更生農場附属児童院 （精神薄弱児） 22 　 22
小　計 　 559 305 864
衛生局委託施設
宇佐美健民保養所 （保護を要する学齢児） 63 20 83
箱根健民保養所 （要保護年長児） 33 　 33
伊東健民保養所 （要保護幼稚児） 16 2 18
小　計 　 112 22 134
合　計 　 671 327 998
注）本表は、東京都民生局「昭和 21 年度民生局年報」（1947）p130 より、筆者が作表した。
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東京都における占領期の児童相談事業及び一時保護事業の変遷













（4） 昭和 21 年（同）9 月 30 日　内務省発
警保局長通牒 「少年に対する防犯機構の整備に
ついて」





（6） 昭和 22 年（1947）12 月 6 日　各都道府県知事
宛厚生省児童局長厚生大臣官房会計課長連名通
牒「全国孤児一斉調査に関する件」
（7） 昭和 22 年（同）12 月 12 日児童福祉法成立
（8） 昭和 23 年（1948）9 月 7 日　閣議決定
「浮浪児根絶緊急対策要綱」





（1） 昭和 21 年（1946）4 月 1 日　養育院分室（西巣鴨）
に「幼少年保護寮」を設置する。昭和 21 年（同）
4 月 15 日の厚生省社会局長通牒により、「児童
保護相談所」の設置を図ることとなった。その
結果、昭和 21 年（同）5 月には上野、同年 10
月には、浅草と京橋、同年 11 月には荒川、昭
和 22 年（1947）4 月には、麹町に児童保護相談
所を開設した。西巣鴨の幼少年保護寮は、その
名称を東京都中央保護所とした。





（3） 昭和 22 年（1947）4 月 1 日　中央児童相談所を
西巣鴨の地に設置する。
（4） 昭和 22 年（同）12 月 12 日児童福祉法成立
 （昭和 23 年（1948）4 月 1 日全面施行）　















整備 5 ヶ年計画」を策定し、昭和 24 年（1949）
6 月に品川を、昭和 25 年（1950）5 月に立川を、













（8） 昭和 26 年（1951）社会福祉事業法が公布施行
さらに、児童憲章も制定される。






















































表 3　昭和 23 年度中の児童福祉司取扱人員一覧（8）




















（1） 東京都養育院「養育院 80 年史」（1953）p269-
270
（2） 東京都養育院「養育院 80 年史」（1953）p270




（5） 東京都児童相談所「東京都児童相談 20 年のあ
ゆみ」（1969）P3
（6） 東京都児童相談所「東京都児童相談 20 年のあ
ゆみ」（1969） P3
（7） 東京都民生局「昭和 27 年版民生局年報」（1953）
P122
（8） 東京都民生局「昭和 24 年版民生局年報」（1950） 
P17
（9） 東京都民生局「昭和 24 年版民生局年報」（1950）
P65
